
簡単なプログラミングによりロボットの腕と手を動かし、ものを
運ぶなどの動作指示を体験して、プログラミングの面白さを
学びました。

　OKIグループの特例子会社であるOKIワークウェル（以下
OWW）は、障がい者在宅雇用の経験を活かし、特別支援学校
における出前授業、重度障がいのある生徒向けの遠隔職場実習、
地域の学校における福祉教育などを継続的に実施しています。
その一環として、2013年8月には東京都港区立芝浦小学校にお
いて、「車イス体験講座～知ろう、乗ってみよう！～」と題した

「夏講座」を実施しました。重度
障がいを持つOW W社 員が
講師を務め、1年生から4年生約
40名の児童が車イスの介助と
走行を体験しました。OWWの
車イス体験講座は2004年から
スタートし、2013年度までに
約120回行われています。

　タイ王国北部の生産拠点OKIプレシジョン・タイランド（以下
OPNT）は、2014年2月、ランプーン県メーター郡ターカード市
メーサゲ村にある山岳民族授業センターに学習用品、スポーツ
用品、飲用水ろ過設備、生活用品などを寄贈しました。
　山岳部にあるメーサゲ村は、車でのアクセスも困難な地域で、
山岳民族授業センターは同地域で唯一の小学校です。電気が
通っていなかったため、政府の支援でソーラーパネルを設置
したものの、学校設備や子どもたちの学習用品・生活用品は
依然として不足しています。OPNTでは現地の要望に応え、ＰＣ、
教科書、ノート、鉛筆・消しゴム・定規・クレヨンなどの学習
用品、スポーツ用品、および防寒着・毛布・手袋などの生活用
品を寄贈しました。
また、同地域では水
道もなく、山水の飲
用による結石患者が
極めて多いため、飲
用水ろ過装置も設置
しました。

社会貢献
　OKIグループは、社会貢献活動の基本理念・基本方針に則り、寄付や地域貢献、社員のボランティア活動支援などを組織的
に推進しています。より幅広い活動を行うため、各種のNGO/NPOと広く交流・協働し、国内外での活動を強化しています。

2013年度の状況

　OKIグループは東日本大震災の被災地復興のために、継続的
な支援活動を実施しています。
　このうち復興支援ボランティア活動については、2011年度に
開始した宮城県七ヶ浜町における活動の継続に加え、2013年度
より新たにグローバル・コンパクト・ジャパン・ネットワークが
主催する「東日本大震災復興コレクティブアクション」に参加し、
宮城県亘理町に4回にわたって
社員ボランティアを派遣しまし
た。この活動は、亘理町の町民
が主体となって長期計画に基
づき防潮林の再生をめざす「わ
たりグリーンベルトプロジェク
ト」を支援するものです。

2013年度に実施した支援活動

　OKIグループのソフトウェア開発・SIサービス会社であるOKI
ソフトウェア（以下OSK）は2013年8月、福岡大学工学部と共
同で、小学生を対象とした「親子ロボットアーム・プログラミング
教室」を実施しました。両者は、子どもの理科離れが問題視さ
れる中、2010年から子ども向けの理科教育活動を行っており、
本イベントはその活動の1つとして実施したものです。
　福岡県福岡市のロボスクエアで行われた授業では、OSKと福
岡大学工学部のメンバーが講
師となり、ロボットの仕組みや
プログラミングについての説
明と受講者のサポートを行い
ました。参加した小学生たち
は、PC上のアイコンを用いた

社員の尊重
　OKIグループは、業務を担う一人ひとりの人権を守ることがあらゆる企業活動の基盤であると認識し、企業行動憲章・行動
規範に「人権の尊重」を掲げて、採用時研修、階層別研修およびeラーニングなどを通じて徹底を図っています。また公正な採用・
選考を実施するとともに、人材ビジョンとして「誇り・情熱・誠実」を掲げ、多様な人材が活躍できる職場環境の整備に努めてい
ます。海外グループにおいてもこの基本的な考え方のもと、各国・地域の状況に応じて、人権や労働に関する認証の取得、教育や
制度の拡充などの取り組みを展開しています。

2013年度の状況

　OKIは、各国・地域の法令に基づいて社員の団結権および団体
交渉権を尊重するとともに、労使の信頼関係を重視しています。
国内では労使での協議を行う場として、労使のトップによる中央
労使協議会や事業場ごとの労使協議会などを適宜開催し、経営
環境や労使の課題について誠実に情報や意見を交換しています。

 OKIは2013年11月、人事部に「ダイバーシティ推進チーム」を
新設しました。同チームは「中期経営計画2016」の経営戦略の
重点施策に挙げられている「人材強化」および「企業風土の改革」
を推進していく役割を担っています。
 OKIは、社会環境の変化に対応し、持続的に発展し続けていく
ためには、多様な人材がそれぞれの能力を最大限発揮することが
不可欠であるとの認識にたち、グローバル人材の採用と育成、
および女性の活躍推進とともに、社員一人ひとりが企業の成長に
向けて働きがいを感じて業務に取り組むことができる環境づくり
を進めていきます。

　OKIグループは、重度障がい者の在宅勤務を推進する特例子会社※

OKIワークウェルを中心に、グループとして障がい者雇用に取り組ん
でいます。同社では2014年4月現在、障がいのある61名の社員の
うち40名が、ITを活用したテレワークによって在宅で勤務しています。
　OKIグループの2013年度の障がい者雇用率は2.17%と、2013年
4月に改正された法定雇用率2.0%を上回りました。引き続き特例
子会社を中心とした障がい者雇用の促進に努めていきます。
※ 特例子会社：「障害者の雇用の促進等に関する法律」に定める、障がい者の雇用に

特別の配慮をした子会社。

段差や坂道を想定した介助体験

七ヶ浜町における農地の整備

プログラミング教室の様子 飲用水ろ過装置の設置

・社員による復興支援ボランティア活動（宮城県七ヶ浜町、亘理町）

・「OKI蕨文化彩」において東北物産展を開催（福島県、宮城県）

・公益社団法人日本フィランソロピー協会「福島の子どもたちに絵本

を届けるプロジェクト」に参加

・岩手県赤十字血液センターに保冷庫つき血液運搬車を寄贈（社員募金

「OKI愛の100円募金」※とのマッチングギフト）

※OKI愛の100円募金：活動の主旨に賛同するグループ会社（2014年4月
時点で30社）の役員・社員から毎月100円の募金を集め、ボランティア
団体の支援などを実施するもの。

　OKIは、次世代育成支援対策推進法に対応した活動が認められ、
2009年および2012年に、東京労働局より「次世代育成支援対策
推進法」認定マーク（愛称「くるみん」）を取得しています。
　2013年度は、「仕事と家庭の両立に関してさまざまなサポート
を通じて定着を図り、一人ひとりが具体的に行動を起こせるように
する」をコンセプトとした「第4次行動計画（計画
期間：2012年～2014年）」に基づき、在宅勤務
制度など次世代育成支援に係る各種制度につ
いて、労使で社員への周知を実施しました。

　OKIは、社員が仕事と家庭生活を両立できるよう、労使で構成
する「ワーク・ライフ・バランス推進委員会」を設置し、労働時間
や休暇取得状況を確認するとともに、フレックスタイム制度、
HOPワーク制度（裁量労働制）や育児勤務制度・介護勤務制度、
さらにはボランティア活動や傷病治療・家族介護、子の学校行事
などに利用できる「目的別休暇」制度など、各種制度の充実に
より、ワーク・ライフ・バランスを推進しています。
　2013年度は、社員が家族介護や子の学校行事に柔軟に対応
できるよう、目的別休暇の時間単位取得制度を導入しました。
また、上長および本人が労働時間や休日・休暇についてより適切
に把握・管理できるよう、新就労システム（出退勤時間管理シス
テム）を導入しました。

　OKIは、労使で構成する「安全衛生委員会」を各地区に設置し
て安全衛生体制の強化や労働災害・事故防止計画の策定、職場
パトロール、安全衛生教育などを実施し、各地の状況や取り組み
は「中央安全衛生委員会」で共有しています。OKIの2013年度
の労働災害度数率※は0.00でした。
　またグループの健康づくり運動「健康OKI21」を推進し、イン
トラネットの専用サイトや社内報による健康情報の発信を強化す
るなど心身の健康づくりに取り組んでおり、特にメンタルヘルス
については中央安全衛生委員会の専門委員会として「こころの
健康づくりワーキンググループ」を置き、対応を進めています。
同グループではセルフケアのサポートツール「こころWellness
ナビ」の活用を推進しているほか、相談窓口を設置して、産業医
など専門家による社員のサポートを強化しています。
※ 労働災害度数率：100万延労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって、

労働災害の頻度を表すもの。

■障がい者雇用率　推移

2008 2009 2010 20122011 2013

法定雇用率

率

（年度）

2.0%

1.7%

1.8%

1.9%

障がい者雇用率
2.2%

2.1%

1.98%
1.95% 1.94%

1.83%

1.99%

2.17%
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東日本大震災被災地への継続的な復興支援活動対話を重視した良好な労使関係

ワーク・ライフ・バランスの推進

労働安全衛生と健康づくりの取り組み

次世代育成支援の継続推進

「ダイバーシティ推進チーム」を新設

障がい者雇用を促進

子ども向けの理科教育活動を実施

小学生を対象に車イス体験講座を実施

山間部の子どもたちの教育を支援
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